
（仮称）地球温暖化対策実行計画の
策定状況について

報告

産業環境部環境政策課

平成24年２月２日 環境審議会



地球温暖対策実行計画の概要

地球温暖化対策実行計画とは

・平成20 年6 月に改正された地球温暖化対策の推進に関す
る法律において、特例市以上の地方公共団体に、区域全体
の自然的社会的条件に応じた施策を盛り込んだ地方公共団
体実行計画（区域施策編）の策定が義務付けられた。

・計画の特徴は、計画期間として、2050年の長期目標を視
野に入れ、2020 年から2030 年までの中期を前提とした計
画。また、都市計画や農業振興計画等の関連施策との連携
を図ることも求められている。
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本市の計画等の体系の中での位置づけ

・総合計画、環境基本計画を上位計画とし、地域エネル
ギービジョンの基本方針、施策を引き継ぐ。



策定体制について

地球温暖対策推進委員会の設置

・本市の温室効果ガスの90％以上がエネルギー起源による
二酸化炭素であることから、地域エネルギービジョン策定
委員会を引き継ぐ。

・計画策定に向け、それぞれの立場から意見を述べる。

・市民、事業者、学識経験者等12名で構成・・・別紙名簿のとおり

庁内検討会議

・関係課における温室効果ガス排出量目標達成に向けた対策
等の検討。

・必要に応じヒアリングの実施、庁内会議の開催。



実施体制

地球温暖化対策推進委員会（計画案及び進行管理に意見を述べる）
（地域エネルギービジョン策定委員会を引き継ぐ）

事務局
環境政策課

（策定等作業全般・決定）
庁内関係課による調整会議

計画案提示
茨木市

意見・助言

調 整

最終決定



これまでの策定経過

７月28日 第１回推進委員会 ・地球温暖化対策実行計画の概要

・市地球温暖化対策実行計画策定に向けて

９月29日 第２回推進委員会 ・目標設定の考え方

・対策、施策の方向性

11月29日 第３回推進委員会 ・目標設定について
・基本方針、対策・施策について
・進行管理について

12月27日 第４回推進委員会 ・素案について

10月26日～11月７日 関係課（６課）とヒアリングを実施。

12月21日～12月26日 関係課（６課）へ素案の意見照会。

(仮称)茨木市地球温暖化対策実行計画」(案)



パブリックコメントの実施

○公表案件
「(仮称)茨木市地球温暖化対策実行計画」(案)」

○公表場所
環境政策課窓口、広報広聴課情報ルーム、北辰出張所、
各図書館（中央、中条、水尾、庄栄、穂積）、市ホーム
ページ

○意見募集期間
平成24年１月24日から
平成24年２月13日まで



今後のスケジュール

２月末 第５回推進委員会 ・実行計画（案）について

～２月13日 ・関係課（６課）へ（案）の意見照会。

・パブリックコメントの実施

３月末 (仮称)茨木市地球温暖化対策実行計画の策定



平成23年12月27日現在

所属 区分

東洋製罐(株)茨木工場 事業者

追手門学院大学経済学部
ヒューマンエコノミー学科

学識経験者

大阪ガス(株)北東部リビング営業部
コミュニティ室

エネルギー供給事業者

大阪府環境農林水産総合研究所 企画調整部企画課 関係行政機関

パナソニックプラズマディスプレイ(株)
品質技術グループ環境管理チーム

事業者

関西電力(株)大阪北支店お客さま室
エネルギー供給事業者

市民委員

大阪大学大学院工学研究科
地球総合工学専攻

学識経験者

市民委員

茨木商工会議所　中小企業相談所
経営支援課

事業者団体

茨木市環境教育ボランティア 市民団体

大阪大学大学院工学研究科
環境・エネルギー工学専攻

学識経験者

礒﨑　強志

今堀　洋子

大石　ひとみ

加藤　浩幸

玉井　雅人

黒川　裕之

鈴木　眞由美

山口　容平

玉井　昌宏

西島　貞夫

藤田　紫

村瀬　径介

茨木市地球温暖化対策推進委員会委員

氏名


